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　前回は専門職志向が進んでいる
時代背景や社内外で従業員の専門
性を育成する方法について示しま
した。専門性を育成する環境を整
えるだけでなく，培った専門性を
企業側が適切に評価することで従
業員は仕事にやりがいを感じ，さ
らに自己研鑽を重ねていきます。
そこで今回の連載では従業員が身
につけた専門性を企業側はどのよ
うに測定し，評価や報酬に結びつ
けるのかを解説します。

専門性の評価方法
　営業成績やシェア率といった指
標と異なり，専門性は数字に落と
し込んで可視化することが難しい
ため，普段の業務内容から何とな
く評価をしている企業も多いと思
います。しかし，一部の企業では
社内資格と連携した評価手法の確
立や，客先も含めて被評価者の周
囲の人と連携することによって専
門性の可視化を行っています。
　前回の連載で記載した，とある
卸売業の企業では自社で作成した
スキルマップを活用して専門性の
測定を行っています。定期的にス
キルマップと連動した筆記試験を
実施することで専門性を点数化
し，従業員が業界の最新情報を常
にインプットできているかを確認
しています。それだけではなく，
ロールプレイング形式の実技試験

も実施し，実際に習得した専門性
を適切にアウトプットできるかど
うかも確認しています。
　事業場外の業務時間が多く，評
価者が被評価者の行動を常に確認
できない職種や，専門性が高すぎ
るため上司による評価に限界があ
るような業務の場合，評価対象者
と一緒に仕事をしている人からア
ンケートを収集することで専門性
を測定する方法が有効です。例え
ば，客先常駐型のエンジニアを評
価する際には，クライアントにア
ンケートの協力をお願いします。
この方法は実際に評価対象者の仕
事を間近で見ている，近しい専門
性レベルの人からの評価となるた
め，評価を受ける側の納得度が高
くなります。しかし，他人をこれ
まで評価したことがないマネジメ
ント層以外の意見も収集すること
になるので，アンケートの内容は
「この人物と今後も一緒に仕事を
したいですか？」といった分かり
やすい設問を設定することで，運
用はスムーズになります。
　また，前回の連載で記載したよ
うに簿記やTOEICといった社外
資格を用いて専門性育成を実施す
る場合，取得した資格を従業員の
評価に直接反映するのは注意が必
要です。というのも，外部資格は
実際の業務との関連性が見えにく
く，「資格を取得した人＝仕事が

できる人」という判断が難しいた
めです。例えば，法人営業をして
いる従業員が簿記 2級に合格した
場合，その資格を活かして営業先
の決算書を読み解き，見事な大型
契約につながる可能性がありま
す。しかし，決算書を預かろうと
もせず，簿記の知識が全く活用さ
れないケースもありえます。その
ため，実務に直結するような難関
資格を除いて，外部資格の評価基
準として用いることはせずに，受
験費用の補助や少額の資格手当を
支給する程度に止めておくことを
推奨します。

専門性と成果との
評価バランス

　高度な専門性を取得していて
も，業務で適切に発揮されていな
ければ宝の持ち腐れであり，相応
の給与を支給する対象に値しませ
ん。そのため，どんなに専門性を
重視する企業でも「成果」と専門
性を含めた「行動」の 2軸で従業
員を評価することが一般的です。
　成果と行動の評価バランスは，
会社から従業員への期待内容のメ
ッセージとなります。新卒で入社
してから数年は専門性や社会人基
礎力を高め，上位等級まで昇格し
たら経営層へのステップとして業
績に対する責任を自覚してほしい
という企業が多いのではないでし
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ょうか。その場合，入社後一定期間
は行動の評価ウエイトを高くして，
上位等級では成果の評価ウエイト
を高めることで会社の想いを評価
制度に反映することができます。
　また，専門性を軸に等級軸を設
定した企業では，行動評価を構成
する項目にも工夫を加えていま
す。入社後は行動評価のうち専門
性の評価ウエイトを高くすること
で，従業員に専門性の早期習得を
促します。一方で上位等級の従業
員は身につけた専門性を周りに伝
える，教えるといった人材育成に
関する評価ウエイトを高く設定す
ることで技術承継が進みやすい評
価制度にしています（図表 1）。

処遇水準と労働市場対応
　専門性を定義してそれを評価し
ても，市場水準を反映した適切な
報酬を支給しなければ，せっかく
育てた人材は給与の高い企業に青
田買いされてしまいます。専門性
を評価するうえでは従業員の業務
内容に応じて給与を決定する「職
務給」を用いることが理想的です。
しかし，日本企業の多くは新卒一
括採用の後，適性に応じて会社が
配属先を決定するメンバーシップ
型雇用の企業が多く，業務内容毎
に報酬水準が分かれる職務給を導
入すると，配置転換が難しくなり
ます。そのため，職務遂行能力に
対応する形で給与を決める「職能
給」を用いて賃金をコントロール

することで，柔軟な異動を実施す
るケースが多くなっています。
　自社の全従業員に職務給の導入
が難しくても，転職市場が活発で
高度な専門性を有している職種
（高度専門職）については他の職
種から切り離した給与体系を設計
することを推奨します（図表 2）。
現在，日本企業全体で賃上げが進
んでいますが，それと比較になら
ないくらい，高度専門職は短期間
のうちに報酬水準が上がる傾向に
あります。以前は総合職として他
の職種と一律の給与が支給されて
いたIT関連の職種はその傾向が
顕著であり，AI等の分野で大学
時代の論文が高く評価された新卒
者に年収1,000万円を提示するよ

うな企業も実在します。このよう
な状況下で年功序列的に昇給をす
るような職能給を用いていては，
高度な専門性を有した優秀な人材
の獲得は難しく，人材の流出にも
つながりかねません。弊社では賃
金構造基本統計調査や様々な企業
の報酬を蓄積した「報酬データベ
ース」を活用して適切な給与水準
の設定を支援することが多いので
すが，もし高度専門職の採用にお
いて明確な競合他社が存在する場
合，定期的に他社の採用情報を確
認し，臨機応変に給与水準を変更
することが必要でしょう。
　次回の連載では陳腐化する専門
性への対応方法や高齢従業員の専
門性教育について解説します。
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図表 1　従業員の専門性向上を促す評価ウエイトの例

図表 2　高度専門職を切り離した報酬体系の例
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